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IDCの見解 

既存、または新規の SAPユーザーは、SAP HANAが Linuxだけを対象としたデータベースである

という単純な理由から、SAPランドスケープ、つまり SAP関連ソリューションの稼働環境を Linux

で統一したいという強い動機がある。組織が現在、SAP HANA以外のデータベース、たとえば

SQLサーバー、DB2などを、Windowsや AIXのオペレーティングシステム（OS）上で使用してい

たとしても、ある時点で組織は Linuxベースの SAP HANAへの移行を実行しなければならない。

SAP HANA以外のデータベースに対する SAPのサポートは、（最近発表された 2年間の延長を加

味しても）2027年には終了する。しかし、その期限前であろうと、SAPのイノベーションの多く

は、SAP HANAおよびインテリジェント ERPソリューションである SAP S/4HANAに集中するで

あろう。こうしたイノベーションからベネフィットを得るため、ほとんどの企業が先手を打っ

て、当初の終了期限である 2025年よりも前に SAP HANAに移行すると IDCはみている。 

特に、Linuxについてよく知らない組織はもちろんのこと、すでにデータセンターに Linuxを導入

しているがまだ SAPには対応していない組織が共通して持っている、このジャーニーについての

誤解の一つは、Linuxは「単なるオペレーティングシステム」にすぎず、本質的にコモディティで

あると捉えられていることである。これは、直ちに訂正されるべき誤解であると IDCは考えてい

る。SAPランドスケープにおける Linuxオペレーティングシステムは、その環境を管理する上で重

要な役割を果たす、大規模なオープンソーステクノロジーポートフォリオの一部である。この広

範なポートフォリオに関して、企業は、現在の SAP認定 Linux製品／サービス間に存在する明白

な差異を検討すべきである。 

運用を中断せずに ERPシステムをモダナイズすることは、リスクを伴う大変な作業である。組織

は通常、3か月から 18か月程の期間を要し、かつ、いくつもの段階で構成される大規模プロジェ

クトに対し、複数の決断を下さなければならない。つまり、どのインフラストラクチャを選ぶ

か、オペレーティングシステムをどのようにするか、クラウドかオンプレミスか、ブラウンフィ

ールド（システムコンバージョン）かグリーンフィールド（新規導入）かなどである。このジャ

ーニーにおいて、どのプラットフォームを選択するかは慎重に判断する必要があり、IDCは、組

織が SAPランドスケープを標準化、自動化、モダナイズするためにレッドハット製品を検討すべ

き決定的な理由があると確信している。 

概況 

2027年までに、SAPは SAP NetWeaverテクノロジープラットフォーム上での SAPアプリケーショ

ンのサポートを終了する。これに伴い、SAPアプリケーションで長年使われてきた DB2、MS 

SQL、Oracle、MaxDBなどの SAP HANA以外のデータベースに対するサポートも終了する。これ

は SAPにとって合理的な戦略である。なぜなら SAP Business Suiteや SAP Business Warehouseといっ

た主要なソリューションを SAP HANAデータベースと統合して、より迅速かつ統合的なトランザ
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クション処理および分析処理を実現し、さらに革新的な機能を取り込むことができるためであ

る。 

一方、SAPの顧客にとっては、サポート期限（当初は 2025年に設定されていたが、延長されてい

る）にはまだ余裕があるものの、現行の SAP HANA以外のデータベースを使用し続ける限り、新

しい SAPの統合ソリューションやイノベーションは利用できない。SAP HANA以外のデータベー

スのベンダーもイノベーションを生み出しているが、SAPのアプローチで特に企業が注目し期待

するのは、インメモリーデータベースとアプリケーションの間の緊密な統合である。 

こうした理由から、何千もの企業（2020年 10月の SAPの企業ファクトシートによると 3万 3,000

社の企業）が、自社の SAPアプリケーションについて、SAP HANAへの移行に向けた一歩を踏み

出している。さらに、2020年 6月の SAPの報告によると、SAP S/4HANAを利用している顧客の数

は 1万 4,100社にも上っている。大抵、移行はオンプレミスハードウェアのサイクルに合わせる

か、クラウドへの全般的な移行と組み合わせて行われる。一部の組織においては、これは容易な

ことではない。SAP HANAまたは SAP S/4HANAへの移行は、特に、サイロ化された古いハード

ウェアで実行される大規模で高度にカスタマイズされたランドスケープ（システム環境）を利用

している企業においては、複雑さゆえに時間やコスト、手間がかかる恐れがあると IDCはみてい

る。Figure 1は、SAP HANAまたは SAP S/4HANAへの移行に関し、次の 24か月よりも後に移行を

予定している（あるいは移行の計画はない）企業の時期をグラフで示したものである。 

FIGURE 1 

SAP HANAまたは SAP S/4HANAへの移行予定年度 

 

Source: IDC, 2020 

 

SAP HANAへの移行は、大規模な SAPランドスケープを利用しているほとんどの組織で慎重に計

画されるプロセスであり、大抵、複数のオーケストレーションの段階で実施され、一般的には、

複数の利害関係者が参加する専門チームによって実行される。それには、事業部門のスタッフ、

データベースマネージャー、ITインフラストラクチャチーム、システムインテグレーターや、サ

ーバーおよびストレージベンダーなどの第三者コンサルタントが含まれ、場合によっては、かな

り大口の顧客では SAP自身が参加することもある。検討すべき変動要素は多数あるが、何よりも

まず、クラウドとオンプレミスのどちらでデプロイするかが重要である。 

クラウドでの SAP 

SAPが数百もの製品／サービスのイノベーションおよび統合を行い、顧客に SAP HANAへの移行

を促しているのに加え、ソフトウェア企業もまた自社のソリューションの優先的なデプロイ戦略

としてクラウドを推進している。確固たるクラウド戦略は確実に時代と調和しているが、その結

果、CIOと CTOが今後の SAP戦略に関して行うべき意思決定にさらなる変動要素が加わってい
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る。さまざまな選択肢がある。SAP HANA認定パブリッククラウドサービスプロバイダー（クラ

ウド SP）の一つである IaaS（Infrastructure as a Service）、マネージドサービスプロバイダー（マネ

ージド SP）のクラウドホスト型インフラストラクチャ、SAP独自のクラウド製品／サービスを含

む、Software-as-a-Service（SaaS）プラットフォームなどである。 

IaaSプロバイダーは、ベアメタルインスタンスや仮想化インスタンスなど、広範な SAP認定 IaaS

製品／サービス群を提供し始めている。現在、SAPの認定を受けている IaaSプロバイダーは、ア

ルファベット順に、Alibaba Cloud、AWS（Amazon Web Services）、Google Cloud Platform（GCP）、

Huawei Technologies、IBM Cloud、Microsoft Azure、Open Telekom Cloudである。これらのプロバイ

ダーのうち上位 4社は、アルファベット順に、AWS、GCP、IBM Cloud、Microsoft Azureである。

SAPのソリューションの多くは、クラウド専用のもの、クラウドとオンプレミスで利用可能なも

の、または SAPホスティング製品だけでなく SaaSソリューションまでもが混在したものである。 

SAPソフトウェアに移行している企業は、SAPデータベース、SAPアナリティクスソフトウェア

および SAPビジネスアプリケーションを、SAP以外のデータベース、アナリティクスおよびビジ

ネスアプリケーションソフトウェアを使用していた時よりもかなり広い範囲で、クラウドにデプ

ロイする意向であると IDCはみている。Figure 2にクラウドデプロイへのシフトを示す。 

FIGURE 2 

SAP以外のソフトウェアから SAPソフトウェアへの移行に伴うクラウドデプロイ
へのシフト 

 

Source: IDC, 2020 

 

オンプレミスでの SAP 

ソフトウェアが（全体的であれ、部分的であれ）オンプレミスで運用されたままの場合、組織は

それらを提供するサーバーベンダーのいずれかから SAP HANAアプライアンスを調達することを

選択できる。12社以上のベンダーのさまざまな SAPモジュールに対応するさまざまなメモリー構

成を備えた、SAP認定サーバーの選択肢は数百に上る。同様に、SAP認定ストレージデバイスに

ついて、企業は、SAPの Tailored Datacenter Integration（TDI）認定ソリューションを使用して、デ

ータセンター内に存在する一部またはすべてのコンポーネントを用いて SAP HANAサーバースト

レージソリューション自体を構築するという決定ができる。ここでも、ベアメタルサーバーで実

行するか、仮想化サーバーで実行するかという選択肢が生じる。 
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移行時に生まれる最適化の機会 

統合 

SAP HANAへの移行時において、多くの企業には構想の一環として、自社のランドスケープを最

適化する機会が生まれる。頻繁に検討される最適化構想の一つに、サーバーとストレージの統合

がある。これは、状況によっては達成が困難な目標である。IDCの調査データでは、サーバーと

ストレージデバイスの数は、SAP HANA以外のデータベースの平均サーバー数 11.4台から、SAP 

HANA、SAP BW/4HANAおよび Data Mart上に Business Warehouse（BW）を備えた SAP HANAア

プライアンスのサーバー数 14.4台、または SAP S/4HANAの平均サーバー数 14.3台へと、SAP 

HANAへの移行に伴い、増加する傾向にあるとしている。にもかかわらず、新しいプラットフォ

ームのメモリーと性能特性に加えてパーティショニング機能が大幅に向上した場合、または新し

いプラットフォームがかなり高性能なコンバージドアプライアンスである場合に、統合の取り組

みが成功していることを IDCは確認している。 

合理化 

もう一つの最適化の機会は、Linuxベースの SAP HANAデータベースへの移行と、データベース

を含むランドスケープの合理化を組み合わせることである。SAPランドスケープの主な要素は、

SAP HANA（インメモリーデータベース）、SAP S/4HANA（SAP ERPとデータベースの統合ソリ

ューション）、SAP AI Business Services（IoTを実現するためのソフトウェアプラットフォーム、機

械学習（ML：Machine Learning）、ブロックチェーン、アナリティクスおよびビッグデータ）、

SAP Data Intelligence（データ共有およびオーケストレーションソリューション）である。多くの企

業にとって、オンプレミス、パブリッククラウド、マルチクラウドまたは SaaSのいずれにおいて

も、SAPランドスケープの合理化は以下の実現を意味する。 

▪ データセンターの効率性：これは、迅速なデプロイとチェンジマネジメント（組織変

革）、ダウンタイムの回避および自動化に関するものである。 

▪ ハイブリッドクラウド管理：企業は、ハイブリッドクラウドの簡素化やガバナンス、ポリ

シーに基づく制御、セルフサービス機能、自動化を望んでいる。 

▪ 統合：データの質を高め、そこから得られるビジネスに関する知見（インサイト）を深め

るためには、SAPと SAP以外のアプリケーションとデータが統合されていることが原則で

あると、企業は考えている。 

▪ 新しいソリューションの開発：AI、ブロックチェーン、IoTなどの新しいテクノロジーが

競争力のある促進要因になると、企業には、統合やオーケストレーション、メタデータ管

理、接続性を、クラウドでの SAP AI Business Servicesの機械学習と組み合わせて、ITチー

ムとデータサイエンスチームの連携を支援する SAP Data Intelligenceなどのプラットフォー

ムが必要になる。 

コンテナ化 

コンテナ化はソフトウェアの世界で浸透しており、SAPは、コンテナ化に向けて、SAP Ariba、

SAP SuccessFactors、SAP Concur、さらには SAP HANAや SAP S/4HANAなど、アプリケーション

の抜本的改革に積極的に取り組んでいる。SAPは、SAPアプリケーションのコンテナ化バージョ

ンのロードマップを公開していないが、各アプリケーションの性質によっては、この作業には数

年かかると予測される。SAPアプリケーションがコンテナ化されると、アプリケーションの統合

がはるかに容易になり、パブリッククラウドプロバイダーと顧客のデータセンターの両方で簡単

に実行できるようになる。SAPアプリケーションでのクラウド移行が難しい企業であっても、ク

ラウドネイティブな形でアプリケーションの実行が可能になる。 

この作業を加速させるため、レッドハットと SAPは 2019年に合同チームを設置し、それ以降、

SAPのコンテナ化の開発を積極的に進めてきた。その間、SAPは「Gardener」プロジェクトと呼ば

れるマネージド型 Kubernetesサービスを開発し、必要なすべてのインフラストラクチャに対する

SAPの社内開発にマネージド型 Kubernetesクラスターを提供している。SAPには、標準化されて

いない、異なるコードベースの多くのソリューションがある。これらの統合は SAP Business 
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Technology Platform（SAP BTP）を介して実行できるが、その一部をコンテナ化するために、SAP

はマネージド型 Kubernetes-as-a-serviceソリューションである Gardenerによってコンテナ化を同期

して実行する方法を開発者に提供している。 

ここで留意すべきは、SAPのマネージド型 Kubernetesサービスは、SAPの顧客が直接利用できな

いことである（対応するオープンソースプロジェクト「Gardener」を介してのみ利用可）。つま

り、マネージドサービスとしてのみ利用できる。SAPは Gardenerを SAP Business Technology 

Platformと統合し、今後、Gardenerをベースとした SAP BTPでのサービスが提供されることが考

えられる。 

SAPにはすでにコンテナ化されたアプリケーションがいくつかあり、特に SAP Data Intelligence

は、Red Hat OpenShiftで実行され、SAPランドスケープの外から SAPアプリケーションへとデー

タを引き出すことができるデータ統合ツールである。コンテナ化されたアプリケーションにはそ

の他に SAP Commerceがあり、同様に Red Hat OpenShift Container Platformでネイティブに実行でき

る。さらに、たとえば Clouderaなど、Red Hat OpenShiftですでに実行されている SAP以外のアプ

リケーションも多数あり、SAPは、SAPアプリケーションがこれらのアプリケーションからデー

タを取得できるようになり、また両者が統合できるようになることを望んでいる。最後に、SAP

は、顧客が自社で開発したクラウドネイティブアプリケーションを SAPソフトウェアと容易に統

合できるようにしたいと考えている。 

今後、SAP HANAデータベースがコンテナ化されると、顧客へのベネフィットは増加する。オン

プレミスからクラウドへの SAP HANAの移行によって、必要とされる労力、コスト、複雑さは現

在と比べてほんのわずかになる。さらに、クラウドに移行すると、顧客は、たとえばコストを理

由に、SAP HANAデータベースをクラウドプロバイダーから別のクラウドプロバイダーに容易に

移行できるようになる。 

SAPのオープンソースプロバイダーの選択に関する検討事項 

SAP HANAと SAP S/4HANAは Linuxでのみ実行されるが、SAP認定 Linuxベンダーにはレッドハ

ットと SUSEの 2社がある。忘れてはならないのは、Linuxはオープンソース OSであり、そのイ

ノベーションは、商用ディストリビューションで提供されている場合でさえ、何らかの形で常に

コミュニティや他のディストリビューションに還元される、ということである。 

しかし、明白な差異はまだあるが、そのすべてが Linuxコードに直接関係しているわけではな

い。むしろ、オペレーティングエコシステムに関連しており、それは、SAP HANAまたは SAP 

S/4HANAへのモダナイゼーション、サードパーティおよびカスタムアプリケーションとデジタル

コアの統合、新しいクラウドネイティブアプリケーションの開発といった企業の SAP戦略の 3つ

の基本段階を実現する技術である。IDCは、これらに照らして、SAP HANA移行戦略の概要をま

とめる上で、以下の検討事項が重要であると考えている。 

▪ データセンター内の一貫性：企業は、オペレーティングエコシステムの観点から一貫した

プラットフォームの実現を望んでいる。これによって、ベアメタルサーバーまたは仮想化

サーバーからプライベートクラウド、ハイブリッドクラウド、パブリッククラウドまで、

どこでデプロイしているかに関係なく、SAP環境をシームレスに移行し、環境全体の拡張

として SAPワークロードが簡単に実行されるように SAPと SAP以外のワークロードを調

和的に統合（harmonize）できるようになる。 

▪ SAPアプリケーションの性能：オペレーティングシステムは、たとえば、サーバーベンダ

ーによって進められてきた最適化を通して、または、計画的ないしは計画外ダウンタイム

後のインメモリーデータベースの短時間での再起動を実現する Intel Optane Persistent 

Memoryなどのテクノロジーを活用して、SAPワークロードの処理性能の向上を支援す

る。 

▪ SAP Business Technology Platformとの統合：SAP Business Technology Platformは、インテ

リジェントエンタープライズ向けのプラットフォームである。データベースおよびデータ

管理ソリューション、アナリティクス、アプリケーションの開発および統合、インテリジ
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ェント技術といった機能を備えており、オンプレミス環境にもクラウド環境にも対応す

る。これには SAP HANAデータベースが含まれ、他の SAPソフトウェアを実行している

オンプレミスおよびクラウドベースのシステムに接続する。オペレーティングシステムに

応じて、SAPソリューションを提供している各種クラウドサービスプロバイダーから入手

できる。 

▪ 高可用性（High Availability：HA）とデータ復旧：SAP HANA、SAP S/4HANAおよび

SAPアプリケーションは、堅牢な高可用性と災害復旧（DR：Disaster Recovery）を必要と

するミッションクリティカルなワークロードを実行している。高可用性は、プロセッサー

機能からハードウェア冗長性、クラスタリングやフェイルオーバーソフトウェアなど、多

種多様な手段で達成される。異なるオペレーティングエコシステムによって、アクティブ

／アクティブ災害復旧などの異なる機能を提供する。アクティブ／アクティブ災害復旧モ

ードの場合、クラスター内の 2つのノードは、どちらかが故障した場合に迅速に復旧でき

るように同じワークロードを実行する。 

▪ シームレスなアップグレード、ライブパッチおよび修正：24時間 365日の稼働が ITに求

められる今日の世界において、SAPワークロードでダウンタイムが発生する見込みはほぼ

ゼロに近いため、カーネルライブパッチ（システムをオフラインにせずにカーネルにパッ

チを当てる）といった機能は中断なしまたは最小限の中断でアップグレードや修正を可能

にするような機能と同様に、重要なオペレーティングシステムの機能である。 

▪ サーバーOEMパートナー：SAP向けの Linuxディストリビューションはいずれも、サー

バーOEMが提供するすべてのソリューションで利用できるが、オペレーティングシステ

ムのベンダーによってサーバーOEMとの関係も異なり、たとえば、リファレンスアーキ

テクチャや最適化、特定の SAPソリューションをより広範なオペレーティングエコシス

テムで実行可能にするなど、顧客にベネフィットをもたらすことができる。 

▪ OSでの予測分析：SAP環境の継続的な監視と予測分析による問題発生の防止は、セキュ

リティ、ネットワーク、システム構成およびランドスケープのその他の側面に関する問題

を防止するために不可欠なオペレーティングシステムの機能である。 

▪ 仮想化：仮想化技術によって、インフラストラクチャの抽象化を通した、ハードウェアリ

ソース（サーバー、ストレージ、ネットワーク）の効率的な利用とリソース統合が実現

し、その結果、設備投資（CAPEX）が削減される。この技術は、インフラストラクチャ

リソースのプロビジョニングと管理を目的としたプログラムによるアクセスを提供し、そ

れによって、IT管理者は ITを効率的に管理できるようになる。現在、多くの企業が仮想

化インフラストラクチャに SAPプラットフォームとアプリケーションをデプロイしてい

るため、基盤となるオペレーティングシステムは仮想化に対応していなければならない。 

▪ コンテナ化：コンテナは、アプリケーションを実行するために必要十分なランタイムを提

供するオペレーティングシステムプロセスである。オペレーティングシステム全体を必要

としないため、フットプリントが小さく、起動が速く、効率性に優れている。コンテナに

よって、異種環境間でのアプリケーションの移植も可能になる。こうした理由から、大規

模な運用と運用効率の向上が実現し、企業はますます、SAPの「デジタルコア」と統合さ

れたコンテナ化カスタムアプリケーションのデプロイメントを進めている。現在、すべて

の主要なオペレーティングシステムは、コンテナランタイムとコンテナオーケストレーシ

ョンプラットフォームに対応している。とはいえ、競合製品に対する優位性のためには、

コンテナ化アプリケーションに高度なセキュリティ機能の付加、GPUなどのアクセラレ

ーテッドハードウェア（高速演算装置）をより利用しやすくする能力、などがある。 

▪ ハイブリッドクラウド環境に対応：ハイブリッドクラウドプラットフォームは、オンプレ

ミス環境とパブリッククラウド環境をまたいで、SAPデプロイとアプリケーションの選択

されたコンポーネントを実行させる上での柔軟性を提供する。たとえば、パブリッククラ

ウドでの SAPアプリケーションおよびデータベースの実行や、オンプレミスでの SAPア

プライアンスの実行が可能となる。ハイブリッドクラウドプラットフォームを活用して、

SAPデプロイやアプリケーションを実行する企業が増えつつあることを IDCは把握して

いる。そのため、オンプレミスとパブリッククラウドで構成されるハイブリッドクラウド

環境に対応し、それを管理する能力は、基盤となるオペレーティングシステムからの重要

な要求である。 
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▪ 新たなデータ永続化技術への対応：コンテナ化／クラウドネイティブアプリケーション、

マイクロサービスアプリケーション、AI/MLアプリケーションといった最新アプリケー

ションには、従来のエンタープライズアプリケーションとは異なるデータ永続性への要求

が存在する。ストリーミングプラットフォーム（Apache Kafkaなど）やインメモリーデー

タベース（SAP HANAなど）にも、固有のデータ永続性が求められる。基盤となるオペレ

ーティングシステムは、永続ボリューム（コンテナ化アプリケーションの場合）、ログボ

リュームとデータボリューム（SAP HANAの場合）および高性能なメッセージキュー（ス

トリーミングアプリケーションの場合）などのさまざまな構造を介して、このようなデー

タ永続性要件に対応する必要がある。 

▪ Software-Defined Storage（SDS）：Software-Defined Storageとは、ストレージソフトウェア

をハードウェアから分離することによって、基盤となる物理ストレージからストレージリ

ソースを抽象化（仮想化）することである。SDSは、ストレージ仮想化技術を活用して、

クラウドと同様の規模でのブロック、ファイル、オブジェクトの各ストレージ機能や、管

理を目的としたプログラムによるアクセス、自動化を実現する。基盤となるオペレーティ

ングシステムは、SDSの機能に対応し、ひいては、SAPデプロイおよびアプリケーション

に対応できる必要がある。 

▪ 自動化：自動化とは、プロビジョニング、アプリケーションのライフサイクル管理、プロ

グラムによるネットワーク運用などのエンタープライズ IT運用を自動化する能力を指

す。そこには、SAP HANAランドスケープの構成の自動化も含まれる。 

▪ 規制コンプライアンス：企業には、多岐に渡る産業、顧客のタイプ、地理的位置などに基

づくコンプライアンス要件がかなりある。このような要件は、特定のセキュリティ認証、

暗号モジュールおよび暗号化への対応が必要とされる可能性がある。オペレーティングシ

ステムは、このような要件に対応でき、コンプライアンスポリシーを設定および検証する

ための簡単な方法を提供できる必要がある。 

▪ サポート：企業が懸念するのはビジネスの継続性である。SAPデプロイにおいて、企業は

通常、さまざまなインフラストラクチャの抽象化、デプロイの場所および技術に遭遇す

る。このような環境でダウンタイムのトラブルシューティングを行うのは容易ではない。

こうした場合、企業は一本化された窓口で適切なサポートを受けることが好ましい。 

SAP向けに設計されたレッドハットのソリューションポートフォリオ 

レッドハットが提供する広範なソリューションポートフォリオによって、企業はオンプレミス環

境とパブリッククラウド環境に渡って SAPソリューションとアプリケーションをデプロイ、管

理、スケーリングできるようになる。レッドハットのソリューションポートフォリオは、基盤と

なるオペレーティングシステムから総合的な分析に至るまで幅広く用意されていることによっ

て、企業が SAPを活用したデジタルエンタープライズとしてのイノベーションの未来を生み出す

ためのスケーラブル、柔軟性、かつインテリジェントなインフラストラクチャを構築することに

大きく貢献する。 

Red Hat Enterprise Linux 

Red Hat Enterprise Linuxは、レッドハットが提供する主力のオペレーティングシステムである。

IDCの調査では、Red Hat Enterprise Linuxは、2019年のサーバーOS出荷台数の約 35％を占めてお

り、主要な Linuxベースのオペレーティングシステムと言える。Red Hat Enterprise Linuxは、

Fedora Linuxディストリビューションをベースとしたオープンソースのオペレーティングシステム

である。Red Hat Enterprise Linux 8は、2019年 5月 7日に正式に提供が始まり、最新バージョンの

Red Hat Enterprise Linux 8.2が 2020年 4月 28日にリリースされた。 

Red Hat Enterprise Linux 8 for SAP Solutionsは、ハイブリッドクラウド全域に渡ってミッションクリ

ティカルなワークロードを稼働させるための強固な基盤を提供するように設計されたインテリジ

ェント OSである。Red Hat Enterprise Linux 8 for SAP Solutionsは、SAP HANAなどの最新のワーク

ロードの性能を向上させるための機能をいくつか提供する。Red Hat Enterprise Linux for SAP 

Solutionsに含まれる Red Hat Enterprise Linux High Availability Add-Onは、自動化された高可用性ソリ
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ューションであり、SAP HANA、SAP S/4HANA、SAP NetWeaverをスケールアップおよびスケー

ルアウトしてデプロイする際に生じる計画的および計画外のダウンタイムを削減する。また、

「緊急（critical）」および「重要（important）」な共通脆弱性識別子（CVE：Common 

Vulnerabilities and Exposures）に対して、インプレースアップグレードとライブパッチ機能を提供す

る。顧客はまた、Red Hat Insightsや Red Hat Smart Managementなどを通じて、自社のビジネスクリ

ティカルな SAPアプリケーションの性能、可用性、安定性、セキュリティに関連するリスクにつ

いて、リアルタイムの評価結果を入手できる。加えて、その他の特徴を以下に示す。 

▪ Red Hat Enterprise Linuxは、複数の CPUアーキテクチャ（x86、X86_64、IBM POWER、

Itanium 2、IBM Z、ARMなど）とファイルシステム（Ext3、Ext4、GFS、XFSなど）をサ

ポートする強固でセキュアなオペレーティングシステムである。Red Hat Enterprise Linux

は、Red Hat Enterprise Virtualizationや VMware ESX、KVMなどの重要な仮想化プラットフ

ォームをサポートしている。また、すべての主要な仮想化プラットフォームは Red Hat 

Enterprise Linuxをゲストインスタンスとしてサポートしている。 

Red Hat Ansible Automation Platform 

Red Hat Ansible Automation Platformは、リソースプロビジョニング、アプリケーションのライフサ

イクル管理、ネットワーク運用など、エンタープライズ IT運用のさまざまな側面をスケーラブル

かつセキュアに自動化でき、Ansible Engine、Ansible Tower、Ansible Hosted Servicesで構成される。

レッドハットのポートフォリオ内の他のすべての製品は、Red Hat Ansible Automation Platformを使

用して統合可能である。その他の特徴を以下に示す。 

▪ Red Hat Ansible Automation Platformは、インフラストラクチャリソースをデプロイ、管

理、保護するためのプログラムを介した方法を提供することで、データセンターの一貫性

を確保する。さらに、コミュニティが「Playbook」と呼ばれるモジュールを通じてベスト

プラクティスを共有できるようにする。 

▪ Red Hat Ansible Automation Platformは、SAP HANAランドスケープを自動化するための多

様な SAP固有の役割を提供し、SAP HANAランドスケープとレッドハットのインフラス

トラクチャの構成を簡素化する。Red Hat Enterprise Linux for SAP Solutionsと組み合わせる

ことで、Red Hat Ansible Automation Platformは、ほぼダウンタイムなしで（near-zero 

downtime）、システムやソフトウェアのアップグレードなどの重要な移行を自動化でき

る。 

Red Hat Virtualization 

Red Hat Virtualizationは、KVM上で構築されたオープンな仮想化プラットフォームである。Red Hat 

Virtualizationは、Red Hat Enterprise Linux、Microsoft Windows Server、Microsoft Windowsデスクトッ

プオペレーティングシステムなど、さまざまなゲストオペレーティングシステムをサポートして

いる。Red Hat Virtualizationは、仮想リソースを管理するための一元的なダッシュボードとプログ

ラムによるアクセスを提供する。また、Red Hat OpenShift、Red Hat Ansible Automation Platform、

Red Hat OpenStack Platformなどの他のレッドハット製品と統合することで、仮想マシン（VM：

Virtual Machine）ベースのワークロードとコンテナ化ワークロードの両方を管理することもでき

る。その他の特徴の以下に示す。 

▪ Red Hat Virtualizationは、さまざまな Software-Defined Storageソリューション（Red Hat 

Gluster Storageおよび Red Hat Ceph Storageを含む）、高可用性の仮想マシンおよび障害発

生時の仮想マシンのバックアップと復元を可能にするサードパーティツールをサポートし

ている。Red Hat Virtualizationは、Secure Virtualization（sVirt）と Security-Enhanced Linux

（SELinux技術）を用いて保護されており、あらゆる攻撃からハイパーバイザーを保護お

よび強化するのに役立つ。また、Red Hat OpenShiftと高度に統合されており、オンプレミ

ス環境とパブリッククラウド環境に渡って VMを管理できる。 

▪ Red Hat Virtualizationは、SAP HANAインメモリーデータプラットフォームなど、重要なエ

ンタープライズアプリケーション向けの信頼性、性能、コスト効率に優れたプラットフォ
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ームを提供しており、そうしたプラットフォームについて、SAPは 2016年以降、Red Hat 

Virtualizationでの実行をサポートしている。 

Red Hat Integration 

SAP S/4HANAの統合用に推奨される SAPのハイブリッド統合プラットフォームは、SAP 

Integration Suiteである。レッドハット環境で実行中の SAP S/4HANAの顧客は、SAP Integration 

Suiteを用いて、2,000以上の事前に構成された統合フローで SAPアプリケーションと SAP以外の

アプリケーションを統合できるため、統合の労力とメンテナンス費用が削減される。さらに、

SAP Integration Suiteによって、APIベースの統合とイノベーションが実現する。SAP以外のアプリ

ケーションの統合については、Red Hat Fuseを使用できる。Red Hat Integrationソリューションの使

用によって、顧客は、SAP製品などの設計から実装、APIの提供終了に至るまで、Red Hat Fuseお

よび Red Hat 3scale API Managementを介して、データを統合し、APIライフサイクル全体を管理で

きるようになる。Red Hat 3scale API Managementは、完全な機能を備えた API管理プラットフォー

ムであるため、顧客はフル機能を備えた開発者ポータルからベネフィットが得られる。さらに、

Red Hat 3scale API Managementは OpenAPI仕様に対応しており、SAP API Business Hubのすべての

APIのインポート機能を実現する。Red Hat Fuseによって、顧客は、SAPと SAP以外のシステムを

用いて、追加設定なしに使用できるカスタムデータおよびアプリケーションの統合フローを作成

できる。また、ストリーミングメッセージング向けの Red Hat AMQや、クラウドネイティブラン

タイムに加えて、Red Hat Decision Managerなどのその他の Red Hat Middlewareツールは、エッジネ

イティブなサービスを構築するための強固な基盤を提供する。その他の特徴を示す。 

▪ Red Hat 3scale API Managementによって、性能、顧客管理および将来の成長を実現するた

めに構築されたインフラストラクチャプラットフォーム上で APIを容易に共有、保護、配

布、制御、収益化できるようになる。企業は、Red Hat 3scale API Managementのコンポー

ネントをオンプレミス環境かクラウド環境に、またはこれら 2つを組み合わせた環境に配

置できる。 

▪ Red Hat Fuseは、SAP認定の side-by-side拡張ソリューションを提供して、SAPデジタルコ

ードをクリーンな状態に保ちながら、ビジネスおよび技術系ユーザーに APIファーストな

機能を提供する。 

Red Hat OpenShift 

Red Hat OpenShiftは、エンタープライズグレードの認定を取得した Kubernetes（コンテナオーケス

トレーション）プラットフォームで、コンテナ化されたアプリケーションを構築、デプロイ、管

理する。Red Hat OpenShiftは、さまざまなクラウドプロバイダーや顧客において、Red Hat 

OpenShift Container Platformまたは Red Hat OpenShift Kubernetes Engineを使用して管理されるフル

マネージドサービスとして使用できる。Red Hat OpenShiftは、ベアメタルサーバーや仮想化プラ

ットフォーム（Red Hat Virtualization、VMwareまたは Red Hat OpenStack Platform）上でオンプレミ

スにデプロイすることも、AWS、GCP（グーグル）、Microsoft Azureなどの主要なクラウドプロバ

イダーにデプロイすることも可能である。また、Red Hat Advanced Cluster Management for 

Kubernetesによって、セキュリティポリシーを組み込んだ単一のコンソールを提供することで、複

数の Red Hat OpenShiftクラスターとアプリケーションを制御でき、顧客はオープンハイブリッド

クラウドを実現できる。その他の特徴を以下に示す 

▪ Red Hat OpenShift Container Platformは、Red Hat OpenShift Virtualizationを介して、コンテナ

化されたアプリケーションと仮想マシンの両方のデプロイと管理に対応し、Red Hat 

Virtualizationプラットフォームと統合されている。また、Red Hat OpenShift Container 

Platformは、Red Hat Enterprise Linuxの完全バージョンやフットプリント（設置エリア）が

削減されたプラットフォーム、すなわち、Red Hat Enterprise Linux CoreOSというコンテナ

指向のオペレーティングシステムを使用できる柔軟性も備えている。 

▪ Kubernetesの商用ディストリビューションの強みをマイクロサービスアーキテクチャ、コ

ンテナ化および SAPの未来のデジタルエンタープライズの DevOpsモデルに生かすことに

よって、企業は、分離したデータやストレージ、ネットワーク環境を持つ独自の Red Hat 



©2021 IDC #US47262121 10 

OpenShift Container Platformインスタンスを利用して、自社データのセキュリティ、プライ

バシーおよび保護のニーズに従うことでベネフィットが得られる。 

▪ Red Hat OpenShift Container Platformおよび Red Hat Integrationソリューションによって、

SAPの顧客は SAP以外のアプリケーションを SAPのデジタルコアと、IoTインフラストラ

クチャを SAP Data Intelligenceと統合し、クラウドネイティブ開発およびハイブリッドクラ

ウドデプロイ戦略に向けて自社のワークロードにデジタル変革をもたらすことができる。

高度に分散された環境では、エッジサイトとクラウドで実行するサービス間の通信には特

に配慮が必要である。Red Hat AMQのメッセージング機能は、エッジコンピューティング

のユースケースに必要なあらゆる通信パターンに対応している。レッドハットのメッセー

ジング機能は、さまざまなクラウドネイティブランタイムや、Red Hat Fuseなどのツール

と組み合わせることで、「エッジネイティブなサービス」を構築するための強固な基盤を

提供する。 

▪ Red Hat Decision Managerは、さまざまなアーキテクチャやデプロイの場所で意思決定サー

ビスとランタイムの実行を可能にする。これによって、デバイスから受信した不必要なメ

ッセージから「ノイズ」を排除し、SAP Data Intelligenceに渡されるトラフィックを減らし

て、インテリジェントエッジデプロイ時の AI/ML処理能力を高めることができる。 

Red Hat Satellite 

Red Hat Smart Managementソリューションの統合部分として、Red Hat Satelliteはシステム管理ソリ

ューションを提供し、それによって、オンプレミス環境とクラウド環境に渡ってベアメタルおよ

び仮想サーバー上でのレッドハットソリューションのデプロイメント、管理および保護が容易に

なる。Red Hat Satelliteの使用によって、IT管理者はレッドハットのソフトウェアサブスクリプシ

ョンを管理し、ITインフラストラクチャ全体に渡るアクセス制御などの一貫したシステム構成を

設定し、管理できる。また、Red Hat Satelliteは、中断を最小限に抑えながら、効率的なセキュリテ

ィ更新とパッチ適用を可能にする。その他の特徴を以下に示す。 

▪ Red Hat Satelliteは、データセンターの一貫性、ハイブリッドクラウドプラットフォームの

サポート、およびシームレスなアップグレード、ライブパッチ、修正のサポートを提供す

る。Red Hat Satelliteは、Red Hat Insightsおよび Red Hat Ansible Automation Platformと統合し

て、高度なアナリティクスを活用してリスクを検出し、軽減できる。 

▪ Red Hat Enterprise Linux for SAP Solutionsサブスクリプションに含まれる Red Hat Enterprise 

Linux Smart Management Add-Onを利用することで、Red Hat Satelliteは、Red Hat Enterprise 

Linux for SAP Solutions環境を効率的かつ安全に実行し続けるための使いやすい管理ソリュ

ーションを提供する。ユーザーは SAPシステム一式をグループ化し、Red Hat Satelliteで一

元管理できるようになる。 

Red Hat Insights 

Red Hat Insightsを使用することで、IT管理者は Red Hat Enterprise Linuxを実行するシステムを、一

貫性のある単一のサービスを介して積極的に管理できるようになる。SaaSサービスとして提供さ

れる Red Hat Insightsは、予測分析を使用して問題を検出し、セキュリティとコンプライアンスを

監視し、緩和策を規定する。その他の特徴を以下に示す。 

▪ Red Hat Insightsは、システムのダウンタイムを最小限に抑え、ハイブリッドクラウド環境

に対応し、プロアクティブな監視と緩和策を通して規制コンプライアンスを実現する。

Red Hat Insightsと Red Hat Ansible Automationの統合によって、規定された緩和策の実行が

可能になる。 

▪ 2019年初めから、Red Hat Enterprise Linuxのサブスクリプションには初期設定で Red Hat 

Insightsが含まれる。Red Hat Insightsは、レッドハットの恒常的に拡張されるナレッジベー

スに対して ITインフラストラクチャを分析し、性能、可用性、安定性、セキュリティに

関連するリスクのリアルタイムな評価を提供する。また、レッドハットか SAPのいずれ

かが推奨する仕様を満たさないシステム構成を警告するための SAP固有のルールも含ま

れる。 



©2021 IDC #US47262121 11 

▪ Red Hat Insightsは SAP EarlyWatch Alertサービスを補完することで、インフラストラクチャ

の健全性に関するボトムアップビューや EarlyWatch Alertのトップダウンビューなど、SAP

環境全体の総合的なビューを提供する。  

ソリューションの広範なポートフォリオを通じて、レッドハットはオペレーティングシステムか

ら包括的なアナリティクスまで、SAP移行の明確なロードマップを示している。レッドハット

は、ハイブリッドクラウド環境に渡るエンドツーエンドのビジネスプロセスの効率的な開発、デ

プロイ、実行を支援している。レッドハットは、自動化を提供して、SAP環境をオンプレミスま

たはパブリッククラウド環境で構成、デプロイ、保護および管理することで、エンタープライズ

ITランドスケープの簡素化も実現している。レッドハットのポートフォリオを活用することで、

データセンターの運用効率の向上、ハイブリッド ITの簡素化、インテリジェントエッジの強化、

ビッグデータからの新たなビジネスインサイトの獲得を実現しながら、SAP移行の複雑さを軽減

できる。 

将来の展望 

▪ 企業は、カスタムアプリケーションのデプロイに対しても、コンテナ化技術の活用を進め

ている。Red Hat OpenShiftなどのプラットフォームによってもコンテナ化されたカスタム

アプリケーションの実行は可能であるが、SAPは SAPプラットフォームにおけるコンテナ

でのデプロイに対応する必要がある。 

▪ 企業はオンプレミス環境とパブリッククラウド環境の両方を活用して、全体的な SAPデ

プロイを実現すると IDCはみている。さらに、オンプレミス環境とパブリッククラウド

環境の両方でベアメタルサーバー、仮想サーバー、コンテナに渡って一貫した運用体験が

可能になることで、ベンダーによるハイブリッドデプロイへの対応が向上するともみてい

る。 

▪ AI/ML機能が SAPプラットフォームに組み込まれている（たとえば、SAP S/4HANAで

は、ユーザーエクスペリエンスと精度向上のため）が、この傾向は今後も続くと IDCは

考えている。さらに、企業は SAPデジタルコアで使用されるカスタムアプリケーション

に AI/ML機能を利用していくと予測される。 

課題と機会 

企業の課題と機会 

SAPワークロードに対してどのプラットフォームを選択するかは、SAP HANAまたは SAP 

S/4HANAへの移行時に企業が行うべき多くの意思決定のほんの一部にすぎない。この意思決定は

データセンターにすでに存在する運用環境に基づいている場合もあれば、Linuxがデータセンター

内の主流ではなく、したがって新しいスキルセット獲得が必要な場合もある。いずれにせよ、企

業は、目の前の OSだけでなく、SAPワークロードが実行されているかあるいは連携しているプラ

ットフォーム全体を検討する必要がある。これは、相互運用性、オーケストレーション、自動化

を提供するプライベート、ハイブリッド、パブリックおよびマルチクラウド全体に渡る一貫した

エコシステムでなければならない。 

SAPには、現在コンテナとして実行するソリューションがいくつかあるが、SAPと相互に連携す

るアプリケーションをコンテナとして実行できる。また、SAPは顧客をクラウドに誘導してお

り、今後、ソフトウェアをコンテナ化する予定である。その点を考慮に入れて、企業は、すでに

複雑化している SAP移行構想の一環として、環境全体を検討するという課題に直面している。多

くの企業が、今後 10年間で自社の SAP環境とさらに大きな ITランドスケープをどのようにすべ

きかについて、現在、決断しようとしていると IDCはみている。企業が、環境全体のモダナイズ

に取り組んでおけば、データやアプリケーション統合のためにその取り組みが提供することにな

る多くの機能を生かす機会がいずれ訪れるということである。 
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レッドハットの課題と機会 

レッドハットにとって、SAP認定 Linuxディストリビューションだけでなく、成熟したオープンソ

ースエコシステムのベンダーとしての最大の課題は、レッドハットの SAP向け製品／サービスを

選択することで、次に述べる能力が顧客にどのように効果的に提供されるかを、現在および将来

の顧客に理解してもらうことである。その能力とは、Red Hat OpenShiftで SAP関連アプリケーシ

ョンを実行し、Red Hat Ansible Automation Platformで SAPデプロイと Day 2運用を自動化し、レッ

ドハットが提供する他のソリューションによってインテリジェントエンタープライズへのカスタ

マージャーニーを実現するという能力である。また、SAPソリューション自体が将来的にこうし

た環境への対応を認定されるという見方もあり、これはソリューションのサイロ化解消に向けた

大きな動きとなる。 

レッドハットは、SAP市場において競合他社 1社との激しい競争に直面していることから、SAP

との非常に密接な連携を図っている。それでも、レッドハット独自の SAPとのパートナーシップ

も育まれており、クラウドでの新しいアプリケーションの開発、統合、拡張を行う事実上のプラ

ットフォームとして SAP Business Technology Platformを積極的に位置づけようとする SAPの姿勢

や、アプリケーションの一部をコンテナ化するという SAPの計画など、SAPのクラウドへの動き

は、レッドハットが SAPとの距離をさらに縮める大きな機会となっている。SAPとレッドハット

の双方、そして最終的にはその共通の顧客はこうした進展から莫大なベネフィットを得ることに

なるであろう。 

最後に、押さえておくべき重要なことは、レッドハットが IBMファミリーの一員となったことで

多くの機会が生まれるであろうということである。  

結論 

企業は、SAP HANA移行戦略の概要をまとめる上で、選択するオペレーティングシステムに関し

て、さまざまな検討事項を評価する必要があると IDCは考えている。これらの検討事項は、オペ

レーティングシステムそのものについてだけではない。むしろ、これらは、組織が SAP移行の一

環として ITインフラストラクチャをモダナイズする方法において重要な要素となる、オペレーテ

ィングプラットフォームに関する意思決定である。 

企業はオペレーティングシステムを用いて、以下を確実に実現する必要がある。SAPランドスケ

ープをベアメタルまたは仮想化サーバーからプライベートクラウド、ハイブリッドクラウドまた

はパブリッククラウドへ移行するための一貫したプラットフォーム、SAP HANAまたは SAP 

S/4HANAのオペレーティングプラットフォームによる性能向上、SAP Business Technology Platform

との統合、堅牢な高可用性と災害復旧、シームレスなアップグレード、ライブパッチおよび修

正、強固なリファレンスアーキテクチャと最適化、セキュリティやネットワーク、システム構成

上の問題点を未然に解決するための予測分析、利用とリソース統合のための仮想化技術、アクセ

ラレーテッドハードウェアへのセキュリティアクセスの強化によるスケーラビリティと運用効率

のためのコンテナ化、オンプレミスとパブリッククラウドにまたがって SAPアプリケーションを

実行するためのハイブリッドクラウドプラットフォーム、新たなデータ永続性技術および

Software-Defined Storageのサポート、規制コンプライアンスの完全なポートフォリオ、トラブルシ

ューティングに対応するための一本化された窓口などである。 

Red Hat Enterprise Linux for SAP Solutionsが、これらのオペレーティングエコシステムの機能を企業

に提供するために、オペレーティングシステムを超えた強力なソリューションセットを提供する

ものと IDCは確信している。 
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